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５ 直下地震に備える
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図５．１－１ 淡路大震災 Ｍ７．３ （前出）

当時の震度７とは：家屋の倒壊が３０％以上
初めて阪神淡路大震災で適用された。



図５．１－２ 地震発生（前出）

動 画



図５．１－２ 地震発生（前出）



時

間

地震発生

・・・
・・・

・・・
・・・
・・・
・・・
・・・
どこ

①身の安全
②・・・・・・
③窓を開ける？
④・・・・・
⑤火元確認？
⑥・・・・・・
⑦外に出る？
⑧・・・・
○・・・・
○・・・・・
○どこにいる？

１枚に１項目

地震が発生してから一段落するまで自分の行動は？

（停電、外は明るい、家族全員が在宅、服は着ている）

・津波の心配はないとして
・一市民として（消防、警察官・・ではない）

（自分の考えでＯＫ）

図５．１－３ 家庭での対応（在宅時に地震発生）

一段落した時に自分と家族は？



補足：会場のレイアウトの例



補足 グループワーク
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補足：席を戻す



図５．１－４ 旧耐震木造住宅の振動実験

わずか５秒で！
緊急地震速報も間に合わない・
「避難」が防災？



図５．１－５ 木造の全壊率（倒壊はこの約１割）

５強 ：びっくりした～
６弱 ：古い・木造・２階建・瓦屋根（丈夫な家もあるが）
６強以上 ：古い木造密集地で大災害
※死者の９８％は旧耐震住宅
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７
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・約５０人当たり１人

・全壊２００棟に１件

※神戸市の死者率は０．３％、芦屋市は０．５％

死者率は０．３％

・１世帯２．５人として

・マンションなど１０００世帯として

図５．１－６ 地域の被害（人口１万人あたり）

・全壊率３０％と仮定

人１０，０００人口

世帯４，０００世帯数

棟３，０００木造棟数

棟９００全壊

棟９０倒壊

人２００生埋め（夜）

人１００重傷者

人３０⇒死者

件４～５出火件数

・全壊の１０％と仮定（木造の３％）

阪神淡路大震災では



13

死者率は０．１５％

・１世帯２人として

・マンションが多い

図５．１－７ 地域の被害（人口１万人あたり）

・全壊率３０％と仮定

人１０，０００人口

世帯５，０００世帯数

棟２，０００木造棟数

棟６００全壊

棟６０倒壊

人１００生埋め（夜）

人５０重傷者

人約１５⇒死者

件３出火件数

・全壊の１０％と仮定（木造の３％）

今の都市部では？

・約１００人当たり１人

・全壊２００棟に１件

・約２００人当たり１人



参考 東京の木造住宅（２０２０年）

旧耐震住宅（１９８１年以前） ５４万棟（２３％）
２０００年以前 ８９万棟（３７％）
２００１年以降 ９７万棟（４０％）
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旧耐震住宅の全壊率を５０％とすると 全壊＝２７．０万棟
倒壊を全壊の２０％とすると 倒壊＝ ５．４万棟
生埋め者は１世帯２人として 生埋＝１０．８万人
重傷者は半分として 重症＝ ５．４万人
死者は１／３として 死者＝ １．８万人
東京都の人口を１４５０万人、死者は人口１万人当り１２人



旧耐震住宅（１９８１年以前） ９．７万棟（２９％）
１９８２年以降 ２４．３万棟（７１％）

参考 名古屋の木造住宅

旧耐震住宅の全壊率を５０％とすると 全壊＝４．８５万棟
倒壊を全壊の２０％とすると 倒壊＝０．９７万棟
生埋め者は１世帯２人として 生埋＝１．９４万人
重傷者は半分として 重症＝０．９７万人
死者は１／３として 死者＝０．３２万人
名古屋の人口を２３０万人、死者は人口１万人当り１４人



図５．１－８ 消防力（人口１万人あたり）

今の都市部では？

人１０，０００人口

世帯５，０００世帯数

棟２，０００木造棟数

棟６００全壊

棟６０倒壊

人１００生埋め（夜）

人５０重傷者

人約１５⇒死者

件３出火件数

消防力（平均的には）

消防職員数は？
・人口１０００人当り１人
・人口１万人当りでは１０人
常時の戦力（２交代～３交代）？
・勤務中の職員は３人～５人
➡持っている車両は１台
（消防車？救急車？）

消防車・・重点箇所へ
救急車・・広域搬送へ

・１１９も繋がらない、繋がっても来ない。
・火を出さないこと、初期消火、搬送



億円３４０施設被害

事業 億円１６０商品～営業損失

億円５００合計

人８本人死亡
職員
（正職員・定時職員）

人９３家族死亡（３親等）

世帯５３３家屋全壊

図５．１－９ 社員・家族の被害は？

阪神淡路大震災での事例

阪神淡路大震災で疎開した小中学生は約２万人

企業の防災も家庭の防災から

神戸市職員の参集率は当日４０％、１週間７０％
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（現在ではこの半分ぐらい）



図５．１．１０ 社員・家族の被害は？

18

人社員数

世帯世帯数

人社員＋家族

棟木造棟数

棟全壊

棟倒壊

人生埋め

人重傷者

人⇒死者

件出火件数

世帯単身赴任者

重傷者の１／３として

・１世帯〇人として

・マンションが多い

・全壊率３０％と仮定

・全壊の１０％と仮定

・全壊２００棟に１件

・生き埋め者の半数

・１世帯〇人として

（参考）

記入用紙に記入
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人１，０００社員数

世帯１，０００世帯数

人２，０００社員＋家族

棟４００木造棟数

棟１２０全壊

棟１２倒壊

人２４生埋め

人１２重傷者

人４⇒死者

件０～１出火件数

世帯単身赴任者

重傷者の１／３として

・１世帯２人として

・マンションが多い

・全壊率３０％と仮定

・全壊の１０％と仮定

・全壊２００棟に１件

・生き埋め者の半数

・１世帯２人として

（参考）

図５．１．１０ 社員・家族の被害は？



図５．１－１１ マンションの倒壊は少ないが・・

20最近では、単身の高齢者の被災や閉じ込めの問題も



参考：救出活動は誰が？

21

動 画



図５．１－１２ 救出活動は誰が？
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阪神淡路大震災
著作権フリー写真

救出・救護・初期消火は近くにいる自分たちで

救出道具は町会・自主防災会の防災倉庫に
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図５．１－１３ 救出活動の記録

・教訓は二つ
・救出活動は時間との競争。
・古い木造アパートに住まわせてはならない

親は？大学は？会社は？

古い木造アパートから
学生の遺体が多数
神戸大学では３７名の
下宿生が亡くなった。
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『国民衛生の動向』；厚生統計協会 １９９６年

参考：年齢別死者（阪神淡路大震災）
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図５．１－１４ 熊本地震でも（古い木造）
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（図３．３－１３と同様）

大学のＢＣＰでは？
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図５．１－１５ ７２時間とは？

・教訓は二つ
・救出活動は時間との競争。
・古い木造アパートに住まわせてはならない

親は？大学は？会社は？

古い木造アパートから
学生の遺体が多数
神戸大学では３７名の
下宿生が亡くなった。

７２時間とは？

致命傷を負っておらず、生存空間があるか？

鵜呑みにしない



①身の安全
②・・・・・・
③窓を開ける？
④火元確認？
⑤・・・・
⑥外に出る？
⑦・・・・
⑧・・・・
○・・・・
○・・・・・
○どこにいる？

図５．１－１６ 標準的な行動手順

「共助」は知ってい
るが・・・・
１００人に１人

一般的な優先順位

・身の安全
・家族への声かけ
・自宅の確認

・ご近所
・救出・搬送
・初期消火

・自宅に戻る
・片付け
・家族生活確保

・支援に向かう
・職場に向かう

非常持ち出し袋を背負って避難所へ

時

間

地震発生

持ち場すべきは、先ずは消火器



①身の安全
②・・・・・・
③窓を開ける？
④火元確認？
⑤・・・・
⑥外に出る？
⑦・・・・
⑧・・・・
○・・・・
○・・・・・
○どこにいる？

一般的な優先順位

・身の安全
・家族への声かけ
・自宅の確認

・ご近所
・救出・搬送
・初期消火

・自宅に戻る
・片付け
・家族生活確保

・支援に向かう
・職場に向かう

28

時

間

地震発生

緊急参集

図５．１－１７ 緊急対応を行う方・指揮を執る方

非常持ち出し袋を背負って避難所へ

持ち場すべきは、先ずは消火器
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参考：企業の職員携帯カードの例（２０１２年）

体が二つ必要な方もいる（緊急対応や安全措置）

・いつ行けますか？
・残された家族が辛い目に合わないように

➡離婚されないように！！



図５．１－１８ 深夜に地震発生

30

暗闇でも大丈夫ですか？
どんな準備が必要ですか？
・懐中電灯？ヘルメット？
・靴をはいて、眼鏡をして寝る？
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参考：深夜に地震発生

動 画
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図５．１－１９ 深夜に地震発生
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図５．１－２０ 住む家を失う人は？

１２００人＋大規模半壊＋全焼
➡２０００人？

灘区

人１０，０００人口

世帯５，０００世帯数

棟２，０００木造棟数

棟６００全壊

棟６０倒壊

人１２０生埋め

人６０重傷者

人２０⇒死者

件３出火件数

１世帯当たり２人

今の都市部では？



神戸市ＨＰより
34

避難所（収容避難所、指定避難所）
家を失った方、要援護者・・
早い者勝ちではない
現状では住民が殺到、人であふれる
➡家族の集合場所ではない（危険）

そもそも地震だ！避難だ！は大間違い。
空爆の後に防空壕に逃げますか？
（地震➡消火失敗➡大規模火災➡避難）

図５．１－２１ 避難所と避難



図５．１－２２ 地震防災の優先順位①

阪神淡路大震災の犠牲者の内訳（私見）
・ほぼ即死の方 約４，０００名
・救出可能（消火） 約１，０００名
・防ぎえた外傷死※約 ５００名：未治療死
・災害関連死 約１，０００名

（ほとんどは家を失った方）

地震防災の目標は？？
・非常袋で防ぐことができるのは？
・避難訓練で防ぐことができることは？

死者の声・遺族の声を聴け！
優先順位を間違えない事

※クラッシュ症候群を含む



図５．１－２３ 地震防災の優先順位②
北淡町の初動活動（自衛隊の到着前に終了した）

夕方までに生き埋め者を全員救出した。



図５．１－２４ 地震防災の優先順位③

・住民で役割を分担（技能を事前把握：１０年前から実施）
看護師・介護経験者８名、調理師２名、元自衛隊員（配膳指揮）・・

・避難所では町会（集落）ごとにスペース配分
安心感、要援護者支援、町会ごとの役割分担（協働）

・自家発、プロパンガスボンベなどの持ち寄り
・工務店は夜間工事用投光器、水道事業者が湧水から配管工事
・農家（１年分のコメを保管）などが食材の持ち寄り
・消防団が地区の警備
・こどもたちも積極的にお手伝い

地区の孤立を想定した共助（協働）
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（熊本県西原村川原地区）



２～３時間待ち・・諦める高齢者 津波も火災もない、県庁までは歩いて数分

参考 一方で、助けを待つだけ？



①耐震対策（自宅で自分や家族が死傷しないために）
②地域活動（救出・初期消火などについて）
③備え（家族が避難所を頼らずに済む備え）

我が家の備え
飲食料、カセットコンロ
照明、簡易トイレなど

図５．１－２５ 職員に伝えたいことは？

39

救出・救助活動・初期消火
は自分達で



５．１ 家庭の地震防災
５．２ 地域の地震防災
５．３ 職場の地震防災の検討例
５．４ 職場の被害想定と予防対策
５．５ 職場の初動対応

40

５ 直下地震に備える
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安全なコミュニティづくり
人材育成

図５．２－１ 地域防災の検討手順と目的

（図０－３に同じ）

社員は地域の一員
企業も地域の一員
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図５．２－２ 地図を用いた作業①～④



図５．２－３ 検討手順（全体像）



参考：⑤課題を考える



参考 ⑥課題と対策のまとめ

45
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図５．２－４ ⑦発表会（被害、初動、長期、事前）



☆判断
◎主担当
○担当・協力
▼情報展開

図５．２－５ 対応マニュアル例（町会など）

ペー
ジ

市
民生
委員

▲班〇班会長家庭対応

２◎

３◎◎▼〇

４▼◎◎〇☆〇

５〇〇◎

７〇◎▼

８▼〇◎

１０〇◎〇

１１〇◎

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

安全確保
①・・・・・・・
②・・・・・・・
③・・・・・・・
④・・・・・・・

避難誘導
①・・・・・・・
②・・・・・・・
③・・・・・・・
④・・・・・・・

個別マニュアル

47タイムラインは全体の動きの中で検討

町会・自主防災

実は素人集団



参考 大阪北部地震での栄小学校

1.9m

1.6m

地域防災の敗北！



１．被害の洗い出し
人的被害
建物・設備・インフラ

２．被災後の対応（時系列で）
個人・家族での対応
マンション内の組織での対応

３．事前の備え
個人・家族での予防、備え
マンション内の組織での備え
町会・自治体との連携

参考 マンション防災の検討手順



参考 共用部（どこで、どんな被害が？）

・外壁・外装
・設備
・出火
・閉じ込め
・
・
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参考 専有部 どこで、どんな被害が？

・転倒
・落下
・破損
・出火
・
・
・

玄関付近（※共用部）

リビング

キッチン
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☆判断
◎主担当
○担当・協力
▼情報展開

参考 対応マニュアル例（マンション）

ペー
ジ

町会
民生
委員

班班
組合
長

家庭対応

２◎

３◎◎▼〇

４▼◎◎〇☆〇

５〇〇◎

７〇◎▼

８▼〇◎

１０〇◎〇

１１〇◎

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

安全確保
①・・・・・・・
②・・・・・・・
③・・・・・・・
④・・・・・・・

避難誘導
①・・・・・・・
②・・・・・・・
③・・・・・・・
④・・・・・・・

個別マニュアル
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マンション管理組合

実は素人集団



参考 南海トラフ地震レベル１での高層マンション

動 画



参考 南海トラフ地震レベル１での高層マンション
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５．１ 家庭の地震防災
５．２ 地域の地震防災
５．３ 職場の地震防災の検討例
５．４ 職場の被害想定と予防対策
５．５ 職場の初動対応

55

５ 直下地震に備える
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（１）企業の例
（２）災害拠点病院の例
（３）介護施設の例
（４）児童施設の例

５．３ 職場の地震防災の検討例
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図５．３－１ ①企業での検討事例
２００５年トヨタ本社



図５．３－２ 基本方針（企業の例）

１．絶対に命を失ってはならない
・悔いや怨念を残しての復旧は難しい。

２．会社を倒産させてはならない
・社員の雇用を守り、連鎖倒産を防ぐ。

３．社会的な責任を果たし信頼に応える
・医療機関やライフライン企業は継続
・建設、食糧・生活物資提供企業は早期再開
・世界へ提供する企業は物流在庫が切れる前に

４．地域の復旧なしに業務の再開なし
・社員、家族はもちろん企業も地域の一員
・地域での救出・救護～生活再建に協力
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１．被害想定（どうなる？）
・地域全体
・会社、工場、現場、顧客、協力会社
・社員・家族

２．目標（どうしたい？）
・人命を守る
・業務を守る

４．対応計画（初動・復旧）
・対応計画
・中枢組織
・実行部隊（要員、資機材、車両）
・後方支援、社員・家族対応
・資金計画

５．事前の備え
・備蓄、資機材、通信、保険、訓練・・

３．被害抑止
・耐震対策
・転倒防止

正しく知り

正しく気付き

正しく備える

図５．３－３ 検討手順
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（１）企業の例
（２）災害拠点病院の例
（３）介護施設の例
（４）児童施設の例

５．３ 職場の地震防災の検討例
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図５．３ー４ ②災害拠点病院での検討事例
病院の平面図で首都直下地震時の患者の動線を検討（２００２年ＴＤＭＣ）



参考 災害医療センターの外観（立川）

備蓄庫の新設
ヘリポートの移設

トリアージエリア
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図５．３－５ トリアージと受け入れ動線（２００２年）

トリアージ結果
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図５．３－６対応マニュアル➡実働訓練 ２００３年

本部の様子 出勤状況

トリアージ ロビーでの受入れ準備



参考：災害医療対応マニュアル（２００３年）

検討メンバー
辺見院長
大友先生
本間先生
堀内先生

➡DMATの設立
（２００５年）
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参考：災害時の病院の状況（石巻赤十字病院）

●医師・看護師のみならず、スタッフが不足
●病院を頼るなら、病院への支援が必要

石巻赤十字病院、気仙沼市立病院、東北大学病院が救った命
監修 久志本成樹



参考：医療施設の災害対応のための事業継続計画

災害拠点病院用のＢＣＰ策定について
・病院ＢＣＰを策定するための手引き
・病院ＢＣＰ（災害拠点病院用）改訂第２版

災害拠点病院以外の医療機関のＢＣＰ策定について
・医療機関（災害拠点病院以外）における災害対応のためのＢＣＰ
作成の手引き
・医療機関（災害拠点病院以外）における災害対応のためのＢＣＰ
作成指針
・災害拠点病院以外の医療機関におけるＢＣＰチェックリスト

ＢＣＰ策定研修事業研修資料
・令和３年度事業継続計画（ＢＣＰ）策定研修事業研修資料（策定編）
・令和３年度事業継続計画（ＢＣＰ）策定研修事業研修資料（訓練編）
・医療機関のＢＣＰの考え方と課題

厚生労働省ホームページ
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（１）企業の例
（２）災害拠点病院の例
（３）介護施設の例
（４）児童施設の例

５．３ 職場の地震防災の検討例



図５．３－７ ③介護施設の検討事例
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消火設備 ●

救出・救護機材など ●

避難スペース

避難路

図５．３－８ 施設内の被害と予防対策

・・・の倒壊



図５．３－９ 施設の標準的な対応

①入所者・職員の安全確保
②初動対応

・救出・救護、初期消火
③通所施設では保護者等への引渡し

・引き渡しができるまでは保護継続
④施設被災個所の応急対策
⑤介護業務の維持（簡易対応）
⑥福祉避難所としての準備（定員超過）

・職員の確保
・低下戦力は地域の支援を得て
・必要な飲食糧や物資の要請

→市役所
・介護ボランティアの要請

→市役所、社協
⑦福祉避難所の運営
⑧平常時への復帰

（津波避難が必要な場合）

津波避難
避難継続
（津波警報解除）
状況確認

施設へ 避難所へ
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簡易対応業務、停止業務収容力（定員超過で）

不足する備品、飲食糧など要員確保方法

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

図５．３－１０ 介護施設の福祉避難所対応

災害時収容スペース定員（ショート、デイ含む）施設

３４０１６０Ａ

１８０１１０Ｂ

１００８０Ｃ

１２０２００Ｄ



参考 市町村全体の検討（２０１３年大阪）

（要援護者）避難支援と要援護者支援は異なる。
名簿や協定だけでは要援護者支援はできない
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図５．３－１１ 福祉避難所（ ２０１６熊本地震）

２０１２年１０月

【足りぬ福祉避難所】
熊本市は２０日までに特養など
１５カ所の福祉避難所を開設。
計２７人が避難している。
福祉避難所に指定した１７６施設
打診するも断られること多い。
・既存入所者対応で手いっぱい。
・物資が足りない。



２０２４年３月末までに作成する
ことを義務化

＋

福祉避難所の準備・立上・運営

自分や利用者や地域がどうなるのか？

必要な予防対策は？

災害時の対応は（タイムライン）？

備えは（資機材や備蓄品）？

職員教育、訓練は？

参考 介護施設の自然災害時のBCPガイドライン
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（１）企業の例
（２）災害拠点病院の例
（３）介護施設の例
（４）児童施設の例

５．３ 職場の地震防災の検討例
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静岡県 １４保育所が参加（２００２年）

参考 保育所での検討例参考 保育所での検討例
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参考 学童施設での検討例（名古屋市内）参考 学童施設での検討例（名古屋市内）



参考 児童福祉施設における業務継続ガイドライン参考 児童福祉施設における業務継続ガイドライン

・自然災害（地震、風水害）

努力義務平成４年３月３１日

自分や利用者や地域がどうなるのか？

必要な予防対策は？

災害時の対応は（タイムライン）？

備えは（資機材や備蓄品）？

職員教育、訓練は？



５．１ 家庭の地震防災
５．２ 地域の地震防災
５．３ 職場の地震防災の検討例
５．４ 職場の被害想定と予防対策
５．５ 職場の初動対応
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５ 直下地震に備える
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図５．４－１ 被害想定の検討順序

①地域・近隣
（倒壊・火災・道路など）

②敷地内
（液状化、危険物、インフラなど）

③建物

④建物内部



図５．４－２ ①近隣・地域の状況
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（図３．２－３と同様）



図５．４－３ ①近隣・地域の状況
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①近隣の状況
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図５．４－４ 液状化➡地盤沈下

（図３．２－９に同じ）



図５．４－５ ②敷地内の状況
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②敷地内の状況



図５．４－６ ③建物の状況
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昭和５７年以降の建物、及びＩＳ＝０．６の耐震補強を行った建物

図５．４－７ 建物の耐震性と立ち入り判断

・被害なし～軽微：継続使用可
・小破（一部損壊）：死者はない。小規模の修復工事で継続使用可。
・中破（半壊）：死者はない。大規模修復工事が必要
・大破（全壊）：死者はないが、解体（建替え）
・倒壊：死者が発生、解体（建替え）

立ち入り不可
６弱
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図５．４－８ 震度５強でも

（２００５年福岡県西方沖地震（Ｍ７．０）の天神２丁目）
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参考：求められる耐震性は？

人命を守る

機能を守る

災害時拠点

現行のレベル（Ｉｓ値０．６）

１２５％の強度：学校・介護施設

１５０％の強度：消防署・病院

主要施設

対策本部

代替可能施設

震度６強～の場合 民間企業では
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図５．４－９ ④建物内部
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図５．４－１０ 震度６強では

阪神淡路大震災東日本大震災

東日本大震災新潟中越沖地震



参考：２００７年 新潟中越沖 Ｍ６．８
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参考：設備の横ズレ防止、転倒防止の考え方

震度は？（６弱以下、６強以上）、階層は？、優先度は？



94

参考：設備の横ズレ防止、転倒防止の考え方
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漏れる・あふれる・燃える・爆発する
倒れる・飛び出す・ぶつかる・動き回る

外れる・落ちる・崩れる

図５．４－１１ ④建物内部
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図５．４－１２ 優先度の評価



図５．４－１４ 予防対策のまとめ

・敷地内の地盤（液状化など）
・敷地内のインフラ（引き込み）や危険物
・建物
・内装（天井・壁・扉）
・建物内のインフラ（電気、水道、通信など
・什器、設備、展示車両

検討項目の例
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図５．５－１ 初動対応の目安

一般企業 医療機関・介護事業
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図５．５－４ 初動対応の検討手順

状況設定

職場の初動対応

本部の対応

本部の指示が無くとも自律的に動けること
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被害状況の認識の共有、対応策の検討をＤＩＧ形式で行う。

（１）平日の日中

・社員がそろっている（対応力あり）。

・一方、社内で負傷者が発生する可能性が高い。

（２）休日または夜間

・社員がそろっていない（対応力なし）。

・夜勤がいる（または、夜勤もいない）

図５．５－５ 初動対応のケース（時間帯）



備 考対応フロー

身を守る。顧客への声掛け。身の安全の確保

顧客の安全確保、救出・救護、初期消火職場の初動

不明者がいれば捜索点呼（確認）

立入り判断不可ならば、他の安全な場所へ建物被害判断

家族への連絡待機

救出、初期消火近隣への協力も

協定や社会的使命の準備緊急対応準備

帰宅希望者は帰宅準備帰宅準備

・帰宅希望者は上司に申し出てください。原則として許可します。
・ただし帰宅路の安全性を全て確認することはできません。
・可能な限り方面別に帰宅してください（手助けが必要な社員もいます）
・帰宅後の参集場所・参集時期は事前に定めたとおりです。

図５．５－６ 場面ごとの初動対応例（１）

オフィスや店舗勤務者と顧客
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備 考対応フロー

危険なところから離れる身の安全の確保

安全と思われる場所で一時避難

職場や家族への連絡待機

最寄りの拠点でも可帰宅または帰社

※帰宅した場合は、在宅者の対応に準じる
※帰社した場合は、オフィス勤務者の対応に準じる

図５．５－８ 場面ごとの初動対応例（３）

外出中
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備 考対応フロー

危険なところから離れる（自宅内で）身の安全の確保

家族への声掛けなど、必要なら救出も家族の安全確保

ご近所の様子、救出、初期消火など共助

自宅の片付け、被災生活準備被災生活準備

安否確認システムへの登録待機

事前の定められた場所またはリモートワーク出社

※自宅が被災した場合は地域の避難所へ（急いでの出社に及ばず）
※出社場所は事前に定めたとおり。

在宅勤務者または休日など場合

図５．５－７ 場面ごとの初動対応例（２）

103



104

１）地震発生から３０分以内（目安）

（例）
・身の安全確保
・声かけ
・初期消火？
・閉じ込め者救出？
・安全措置？
・搬送（だれがどの病院へ？）
・津波避難
・・・・・・・・・・・・・・・・
・点呼・確認
・けが人の応急手当て
・家族の安否確認

（？？分）

図５．５－９ 職場と本部の対応

本部外勤職場時間

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

・・・・

２）３０分～日暮れ

３）日暮れ～翌朝までに

４）翌朝～帰宅？勤務？

・・・・

・・・・

報告

指示

・・・・
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負傷者への対応（フリーディスカッション）
・どこで負傷者が出そうですか？
・だれが救出？救出機材などは？（停電？エレベータ停止？）
・応急手当は？
・重傷者はどこの病院へどうやって？

補足：初動対応（設問の事例） １／４

火災への対応（フリーディスカッション）
・どこから火が出そう？

・火災報知器やスプリンクラーは役立つ？（電気と水は？）
・初期消火はどこまで？失敗したら？
・屋外避難後に出火したら？
・近所から要請があったら？
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閉じ込め者、不明者などへの対応（フリーディスカッション）
・エレベータ閉じ込めの救出は？
・だれが、どうやって？

・社内にいたはずだが・・
・捜索に入る？

・外出中の社員は？
・近所から要請があったら？

補足：初動対応（設問の事例） ２／４

そのころ地域（自宅）では
・救出・救護、初期消火
・保育園・学校での児童の引き取り
・介護施設での引き取り
・・・・・

・帰らなければならない人はだれ？
・本部要員に該当者はいないか？



107

帰宅判断と周知 （フリーディスカッション）
・すぐに帰宅させるか（帰宅路の安全は）？

幹線道路は？
・５００万人が帰宅すると、１本の幹線道路に約５０万人
・２０ｋｍに並ぶと２５０人／１０ｍ
・車道は渋滞、歩道は通れない、車道の両脇を１列に・・・

帰宅困難者はどこで？（フリーディスカッション）
・何人ぐらい？
・どこで夜を明かす？
・顧客は？

・近所からの避難者を受け入れる？

補足：初動対応（設問の事例） ３／４
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本部要員（籠城者）は？（フリーディスカッション）
・場所は？
余震が続く中で・・内部は（散乱、停電、断水・・）

・だれ？・期間・役割
役割は？ローテーションは可能か？

・サポート要員を募る？
本部のサポート
本部要員の家族のサポート＋海外駐留者の家族のサポート

帰宅困難な顧客のサポート

補足：初動対応（設問の事例） ４／４

帰宅後の報告（フリーディスカッション）
・不要か？
・報告を受けて、何を判断する？

家族の状況、自宅の状況、出社の可否・・・



社員を安全に家族の元に（その間の備蓄も）

・都心部の帰宅困難者を５００万人とする
・帰宅に使える幹線道路を１０本とすると１道路あたり５０万人
・５０万人が一斉に走るマラソン・・群衆雪崩も
・車道は？歩道上は？沿道各所で大火災も
・それでも早く帰りたい人もいる

109

図５．５－１０ 帰宅問題とは
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社内の被害を最小に押さえ
・社員を家族のもとへ地域へ

帰宅問題とは：帰宅しなければならない社員を、いかに
安全に速やかに帰すか。

補足１：夕方に発災とすれば翌日の日暮れまでに帰宅するために
・（１泊＋３食＋充分な水）×社員数・・・個人の問題
・本部要員・保安要員の篭城用は別途必要。

補足２：家族は無事・帰らなくて良い人は？・・貴重な戦力です。

補足３：地域によって帰宅経路の危険性が異なる。
・地方では早期帰宅、都市部では安全を確認して

参考：帰宅計画とは
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～３０分

～日没

～翌朝

職場 本部

翌日～

111

●職場の初動は手順
・自律的対応

●本部は？
・報告のない部署は？
・重大事態への指示
・状況把握、先読み
・職員へ提供すべき情報
・
・

作戦タイム
・戦場の霧
・方針徹底

図５．５－１２ 職場と本部の初動対応（工場を例に）

※初動本部は電話のオペレータではない。

初動本部に必要な訓練とは？
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図５．５－１３ 被災社員支援

社員家族の安否確認

・安否確認システムは不明者を手早く絞り込む有効なツール
・本当の安否確認はそこから始まる
・通信不通の状況では？
・自宅が被災し避難所で生活している社員の確認方法は？
・死傷している社員の確認方法は？

被災した社員・家族への支援内容

・生活物資の配布
・現金（ＡＴＭが使えない、１人１０万円など）
・負傷者の医療支援
・仮の住居の提供（社宅や寮、疎開先の斡旋）
・罹災証明等の支援情報の提供（解説）

被災従業員支援センターの立ち上げと訓練
※総務・人事部門だけでは手が回らない。
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図５．５－１４ 初動本部長のチェック項目の例

①本部長の参集（または連絡）
②初動体制開始確認
③基本方針の徹底

・災害対応の基本方針（人命第一）・・第一声
④被害速報評価

・被害情報が入らない場合は最悪を想定
⑤業務停止判断
⑥社員帰宅判断と伝達事項

・先ずは家族・地域とともにあれ・・第二声
⑦被害詳細状況（自社、社員・家族、取引先）の把握
⑧災害対応の優先順位の検討
⑨予算措置
⑩広報実施判断
⑪復旧準備判断

・復旧開始判断・・第三声：Ｃｏｍｅ Ｂａｃｋ宣言
（社員に、取引先に、地域に）
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図５．５－１５ 検討結果の発表会



図５．５－２ 初動対応の目安

一般企業 医療機関・介護事業
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レベルⅠ：通常体制
レベルⅡ：多数の重傷者の受入れ（中継拠点）
レベルⅢ：安定化措置（応急治療）と後方搬送

レベルごとの計画が必要
（レベルⅢでは参集率）

石巻赤十字病院

東北大学病院

図５．５－３災害拠点病院の対応（レベルⅠ、Ⅱ、Ⅲ）
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参考 初動対応（１５時に地震発生）

本部外勤職場時間

地震発生～

～３０分

～日没

～翌朝

翌朝～



はじめに
Ⅰ 防災の基礎知識

１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに（検討の進め方）

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：００ 頃休憩

１５：１５ 頃休憩
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６ 津波災害に備える

６．１ 地震発生後の状況
６．２ 家庭の津波防災
６．３ 職場の津波防災



図６．１－１ 緊急地震速報（熊野灘が震源の場合）

震源が紀伊半島沖合では、緊急地震速報発報から３０秒後に大阪や
名古屋が揺れ始める。東京では、大阪や名古屋の放送局が大きな
揺れに襲われる様子が放映され、その２分後に揺れ始める。

120

★

南海地震の震源は上図より約１５０ｋｍ西側と思われる



図６．１－２ 大きな揺れが数分

121

※揺れの時間は断層の大きさで異なる
・安政型（半割れ）では１～２分
・宝永型（全割れ）では２～３分

東日本大震災での石巻の揺れ

（図３．４－３と同様）



図４．４－６ 南海トラフ巨大地震（レベル２）の津波高

122

念のための避難



123

Ｍ８．６

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

図６．１－３ 南海トラフ地震レベル１の津波高
（図４．４－１１に同じ）

対策・対応



図６．１－４ 地震発生➡海面隆起

・東南海・南海地震の場合（東海地震は含まれていない）
・東海地震では、プレート境界が陸地に近いため、御前崎から伊豆
半島は数分で津波が到達すると思われる。 124



図６．１－５ １０分後 潮岬に到達
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図６．１－６ ２０分後 宮崎～静岡に到達
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図６．１－７ ５０分後 大阪湾・伊勢湾に侵入
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図６．１－８ ９０分後 神戸～大阪に到達

128
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Ｍ８．６

（内閣府・中央防災会議資料に加筆）

図６．１－９ 静岡付近の津波高
（図６．１－３に同じ）



図６．１－１０ 静岡付近の津波ＣＧ（２００４年）
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図６．１－１１ 浸水深が１～２ｍでは？

131

（図３．４－２３に同じ）
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６ 津波災害に備える

６．１ 地震発生後の状況
６．２ 家庭の津波防災
６．３ 職場の津波防災



図６．２－１ 地震・津波発生後のフロー

133

地震発生・津波警報

自宅は安全か？

自宅は使えるか？

津波避難場所

津波警報解除

自宅での生活 避難所での被災生活

仮設住宅での生活

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ



図６．２－２ 標高の調べ方（徳島市の例）
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（図２．４－１と同様）
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図６．２－３ 津波避難場所の検索へ
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補足：津波避難場所

津波避難場所
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補足：津波避難場所（津波避難タワー）

お年寄りには役立つが、若い人は出ていく。
過疎化が進み、住民はいなくなる
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６ 津波災害に備える

６．１ 地震発生後の状況
６．２ 家庭の津波防災
６．３ 職場の津波防災



図６．３－１ 被害例（日本製紙石巻工場）
（図３．４－２０と同様）

敷地内にご遺体４１名



図６．３－４ 予防対策の事例（浜松市）
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※海抜１５ｍの堤防はＬ２対策と思われる（過大）。
一条工務店などが３３０億円を提供（一条提）



図６．３－５ 予防対策の事例（徳島県松茂町）
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津波高はＬ１で約３ｍ

Ｌ２ Ｌ１
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津波高１５ｍ

医師・看護師・入院患者６４名が死亡

・北上支所（津波避難場所）で多くの
犠牲者（５０数名）

・大川小学校の悲劇（近隣住民２００名）

・雄勝病院での多くの死者（入院患者
全員と医師・看護師をあわせて６４名）

北上支所
死者５０数名

大川小学校
近隣住民約２００名

雄勝病院
死者６４名

図６．３－２ 被害例（石巻市雄勝病院）
（図３．６－１１と同様）



・備え（立地、ハードやライフライン）
・リアルな初動マニュアル、リアルな訓練
・顔の見える関係
・困難に負けないハート（スピリット）

（石巻圏合同救護チーム・石井正先生）

ライフラインの被害

停電： ２日
断水： ５日
ガス ：３０日

災害対応の教訓

参考 石巻赤十字病院（石巻） 再掲



・特養は平屋、ケアハウスは３階建て
・第１陣はケアハウスに避難し無事

・第２陣は警察官の指示で閖上中学校に向か
うも避難途中で被災
・第３陣も避難前に被災
・犠牲者は入所者４３名、職員４名

２０１８．４

参考 被害例（名取市・うらやす） 再掲
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地震発生～津波避難

・身を守る

・初動対応（救出救護、初期消火、操業停止措置、点呼）

・津波避難（建物安全確認→避難）

津波避難～津波警報解除（津波警報解除まで１～２日）

・家族との連絡など

・避難継続（一時滞在）準備（飲食、暖、トイレ、情報共有・・）

津波警報解除～帰宅

・帰宅路確認・確保（自分たちでがれきの撤去、遺体安置）

・方面別徒歩帰宅の準備（車は流されている可能性が高い）

・帰宅開始

図６．３－６ 初動対応例 １／２
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帰宅後

・家族の安全確認

・被災生活準備（在宅？避難所？）

落ち着いたら

・地域支援活動

・被災社員支援

・出社（復旧）

図６．３－７ 初動対応例 ２／２



本部職場

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

図６．３－８ 初動～津波避難～帰宅～

147

地震発生～津波避難

津波避難～津波警報解除

津波警報解除～帰宅

帰宅後



はじめに
Ⅰ 防災の基礎知識

１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに（検討の進め方）

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：００ 頃休憩

１５：１５ 頃休憩
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７ 復旧計画と事業継続計画

７．１ 本部の体制と時系列での対応
７．２ 被害状況等の把握
７．３ 基本方針と目標復旧時間
７．４ 事業継続計画
７．５ 復旧計画



150

社員・家族の人命、地域貢献などの人道を重視する活動と、事業の
維持・継続を目的とする活動を同じ組織で運営することは難しい。
➡初動本部と復旧本部の２本立て

１）地震発生直後～３日間
・初動本部が活動の中心。
・復旧本部は復旧計画の準備。

２）４日目以降
・復旧本部が活動の中心
・初動本部は社員・家族の支援、地域の復旧と企業の復旧
活動のバランスの判断および地域貢献。

図７．１－１ 本部の体制 １／２

※会社規模が大きくない場合、本部はひとつですが、初動対応と
復旧対応がある事を理解してください。



図７．１－２ 本部の体制 ２／２
（図０－６参照）
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図７．１－３ 平常時の推進体制は？

代行者②代行者①担当者役割

総責任者

事務局

顧客担当

製造担当

仕入先担当

社員・家族担当

財務担当

後方支援担当

システム担当

サブ責任者役割

総責任者

総務部門

顧客部門

製造部門

調達部門

情報システム

・

・

緊急時体制（初動、復旧）平常時の推進体制

補足
・通常の組織で
・災害時の役割の確認
・要員、リソースは調整が必要

災害時の
キーパーソン
（参謀）

テーマ
・被害想定
・基本方針
・対応計画（全体計画）
・事前対策
・訓練計画
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（１）対象とするタイムフェーズ

（２）復旧目標

先ずは被害抑止

●危機管理計画
策定

●事前対策
●危機管理意識
向上

●訓練

●危機の早期
把握

●注意情報、
警戒宣言周知
●予防対策
●安全な避難

●救命・救助
●消火
●二次災害防止
●初動体制構築
●緊急連絡

●安否の確認

●被害状況の
把握

●業務復旧計
画

●地域の復旧
●施設の復旧
●物流の確保
●調達の確保
●被災社員・
家族の支援

●関連会社・
仕入先の支援

平常時 警戒期 初動期 緊急対応期 復旧期 業務再開

●生産の再開
（代替を含む）
●社員・家族の
生活再建支援
●関係会社の
生産再開支援
●仕入先の
生産再開支援

企
業
活
動
レ
ベ
ル

許容限界

●勤務時間内、勤務時間外を考慮

地震発生

図７．１－４ 時系列での検討①（平常時～災害発生）

倒産

（許容限界とは：企業なら倒産、自宅なら倒壊、個人なら死傷）

（２０１０年作成）
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（１）対象とするタイムフェーズ

（２）復旧目標

人命第一

●危機管理計画
策定

●事前対策
●危機管理意識
向上

●訓練

●危機の早期
把握

●注意情報、
警戒宣言周知
●予防対策
●安全な避難

●救命・救助
●消火
●二次災害防止
●初動体制構築
●緊急連絡

●安否の確認

●被害状況の
把握

●業務復旧計
画

●地域の復旧
●施設の復旧
●物流の確保
●調達の確保
●被災社員・
家族の支援

●関連会社・
仕入先の支援

平常時 警戒期 初動期 緊急対応期 復旧期 業務再開

●生産の再開
（代替を含む）
●社員・家族の
生活再建支援
●関係会社の
生産再開支援
●仕入先の
生産再開支援

企
業
活
動
レ
ベ
ル

許容限界

第１次復旧目標

●勤務時間内、勤務時間外を考慮

地震発生

（救出・救護、初期消火、二次災害防止）

図７．１－５ 時系列での検討②（発生直後・初動）

（２０１０年作成）
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（１）対象とするタイムフェーズ

（２）復旧目標

被災レベルに応じた復旧

●危機管理計画
策定

●事前対策
●危機管理意識
向上

●訓練

●危機の早期
把握

●注意情報、
警戒宣言周知
●予防対策
●安全な避難

●救命・救助
●消火
●二次災害防止
●初動体制構築
●緊急連絡

●安否の確認

●被害状況の
把握

●業務復旧計
画

●地域の復旧
●施設の復旧
●物流の確保
●調達の確保
●被災社員・
家族の支援

●関連会社・
仕入先の支援

平常時 警戒期 初動期 緊急対応期 復旧期 業務再開

●生産の再開
（代替を含む）
●社員・家族の
生活再建支援
●関係会社の
生産再開支援
●仕入先の
生産再開支援

企
業
活
動
レ
ベ
ル

許容限界

第１次復旧目標

●勤務時間内、勤務時間外を考慮

地震発生

図７．１－６ 時系列での検討③（緊急対応・応急）

（２０１０年作成）
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（１）対象とするタイムフェーズ

（２）復旧目標

本格復旧へ

●危機管理計画
策定

●事前対策
●危機管理意識
向上

●訓練

●危機の早期
把握

●注意情報、
警戒宣言周知
●予防対策
●安全な避難

●救命・救助
●消火
●二次災害防止
●初動体制構築
●緊急連絡

●安否の確認

●被害状況の
把握

●業務復旧計
画

●地域の復旧
●施設の復旧
●物流の確保
●調達の確保
●被災社員・
家族の支援

●関連会社・
仕入先の支援

平常時 警戒期 初動期 緊急対応期 復旧期 業務再開

●生産の再開
（代替を含む）
●社員・家族の
生活再建支援
●関係会社の
生産再開支援
●仕入先の
生産再開支援

企
業
活
動
レ
ベ
ル

許容限界

第１次復旧目標

第２次復旧目標
●勤務時間内、勤務時間外を考慮

地震発生

図７．１－７ 時系列での検討④（復旧・業務再開）

（２０１０年作成）
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７ 復旧計画と事業継続計画

７．１ 本部の体制と時系列での対応
７．２ 被害状況等の把握
７．３ 基本方針と目標復旧時間
７．４ 事業継続計画
７．５ 復旧計画



図７．２－１ 被害状況等

①地震情報（震度や津波）
②社会やインフラの状況
・電気、上下水道、ガス、道路、鉄道、空港、港湾・・

③近隣の状況
④自社の状況
・本社、支社、工場、物流施設、寮・社宅・・

⑤幹部社員、社員・家族の状況
⑥関係会社・協力会社の状況
⑦予想される顧客の状況とニーズ
⑧災害協定や社会的使命の確認
⑨自社事業に関わる調査項目

初動～復旧計画や事業継続計画の検討に必要な情報
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７ 復旧計画と事業継続計画

７．１ 本部の体制と時系列での対応
７．２ 被害状況等の把握
７．３ 基本方針と目標復旧時間
７．４ 事業継続計画
７．５ 復旧計画



図７．３－１ 基本方針の例 １／２



図７．３－２ 基本方針の例 ２／２

１）絶対に命を失ってはならない
・悔いや怨念を残しての復旧は難しい。

２）会社を倒産させてはならない
・社員の雇用を守り、連鎖倒産を防ぐ。

３）社会的な責任を果たし信頼に応える
・医療機関やライフライン企業は継続
・建設、食糧・生活物資提供企業は早期再開
・世界へ提供する企業は物流在庫が切れる前に

４）地域の復旧なしに業務の再開なし
・社員、家族はもちろん企業も地域の一員
・地域での救出・救護～生活再建に協力
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業種により異なる



優先事業
再開時期
稼働率

社会的使命
顧客の希望

図７．３－３ 目標復旧時間の検討手順

インフラの被害と復旧状況
地域の被害と復旧状況
社員の被災と復旧状況
自社の被害と復旧状況

一般的には、目標復旧時間は被害の大きさで変わる。
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図７．３－４ 新潟中越沖の例（リケン）
（図３．３－８に同じ）
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図７．３－５ 新潟中越沖の例（１～２週間）

この年、リケンは最高の売上、最高の利益を記録した

中核製品 全製品



【被害】
・建物被害は軽微、プレス機械が転倒し大きな被害
【対応】
・他社に金型を移し生産を移管
・トヨタの応援を得て１ヶ月で全面的に復旧
・トヨタの意向で取引を復元
【被災従業員対策】
・住宅を失った従業員向けに駐車場に仮設住宅を建設し提供

自動車部品のプレス加工業（従業員３５名）

図７．３－６ 阪神淡路大震災の例（１ヵ月）



図７．３－７：東日本大震災の例（半年）
（図６．３－１に同じ）



図７．３－８ 目標復旧時間のまとめ（目安）

目標復旧時間インフラの復旧地震の種類

１週間数日直下地震

１ヵ月２週間程度
都市直下地震

海溝型地震

Ｘ日＋１０日不明巨大海溝型地震

地震の規模で変わる目標復旧時間➡経営判断
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・自社・社員の状況
・ライフラインの状況
・物流の状況
・仕入れ先の状況（復旧支援も）
・顧客の要請

総合的な判断
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７ 復旧計画と事業継続計画

７．１ 本部の体制と時系列での対応
７．２ 被害状況等の把握
７．３ 基本方針と目標復旧時間
７．４ 事業継続計画
７．５ 復旧計画



図７．４－１ 災害時の重要事業の事例

医療機関や介護施設は業務を継続するだけでなく、重傷者の受入れ
や福祉避難所としての業務が加わります。
一般企業でも企業として、または組合として自治体と協定を締結して
います。下記は物流事業の事例です。

物流業の災害時業務
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地域での救出・消火活動にとっても重要な期間

１）勤務時間内の発災
企業内での救出救護、初期消火、二次災害防止
対策実施後は、緊急対策要員を除き、一般社員は
家族・地域の安全確保のため早期に帰宅する。
帰らなくて良い人は貴重な戦力。

２）休日・夜間の発災
緊急対策要員を除き、出社に及ばず。

図７．４－２ 一般業務の停止判断
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企業（または業務）には下記の３タイプがあります

③その他の「一般的な企業」

①ライフラインや公共交通機関などの社会インフラを維持する企業

②災害の復旧作業に関わる企業、飲食・生活物資の提供にかかわる
企業や医療機関など災害時において緊急対応を行う企業

図７．４－３ 業務の分析

→維持すべき業務は？

→緊急対応業務は？

→停止してよい業務は？

・世界への供給を維持しつつ
・被災地の業務は停止し
・甚大な被災地域の復旧支援
・中核事業の復旧から本格復旧

・協定：道路啓開、鉄道事故対応
・自社、顧客、協力会社の被害調査
・被災物件修復への対応
・復興対応

製造業 建設業



資機材・車両等要員目標時間業務名

Ｓ業務

Ａ業務

・・・・・

・・・・・

継続

３日

・・・・・・

・・・・・・

〇人

〇人

・・・・・・

・・・・・・

自家発

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

①継続しなければならない業務は？
②突然に増える業務（緊急対応業務）は？

・協定、災害対応・・・
③早期に再開しなければならない業務は？
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図７．４－４ 重要業務の継続・早期再開



資機材・車両等要員目標時間業務名

Ｓ業務

Ａ業務

・・・・・

・・・・・

継続

３日

・・・・・・

・・・・・・

〇人

〇人

・・・・・・

・・・・・・

自家発

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

①継続しなければならない業務は？
②突然に増える業務（緊急対応業務）は？

・協定、災害対応・・・
③早期に再開しなければならない業務は？
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社員は来れる？
道路は通れる？
通信はできる？
業者の手配できますか？
・被災している
・地域（病院など）優先
・奪い合い

広域応援態勢
代替機能（代替生産）

停電対策
非常用通信
データーセンターの活用
バックアップ
・・・

図７．４－５ 重要業務の継続・早期再開



・本部や事業はどうする？
➡本社機能を移管

・代替本社をどう立ち上げる？今のままでできる？
※最低限の機能を自動立上げ、徐々に強化

➡その間、本社の社員は？
・単身で移動？移動方法は？その間、その家族は？
・残る社員は？自宅待機？疎開？

・被災社員支援は？
➡代替本社で？それとも被災地（現地本部）で？

・本社の復旧は１～３ヵ月後か？
➡どうやって本社機能を戻す？
➡本社の補修は？誰がどうやって？

・調査・判断、片付け、廃棄処分、補修、購入
174

被災地に本社があり、代替本社を立ち上げる場合

図７．４－６ 代替本社の課題



175

図７．４－７ 首都直下地震を想定した事業継続計画

業務
・被災地域外・・業務の継続
・被災地域内・・被害調査や災害対応

被害想定
・都心の本社は１ヶ月以上ビル機能が停止する。
（社員の出勤は不可能、エレベータ等も使用できない）

対策
・代替事務所、情報システムのバックアップ
・全国からの応援（建物被害調査員）の受け入れ
・業務の手作業化

損害保険会社の例



図７．４－８ 地域貢献

地震発生直後（津波の危険がある地域）

・津波避難場所提供（避難場所として適切かどうかの確認が必須）
・避難時に必要な設備や備品

・救出活動、初期消火
・一時避難場所（地域の活動拠点）の提供（備品も必要）

地震発生直後（津波の危険がない地域）

被災生活時

・被災生活支援（飲食料や燃料など）
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７ 復旧計画と事業継続計画

７．１ 本部の体制と時系列での対応
７．２ 被害状況等の把握
７．３ 基本方針と目標復旧時間
７．４ 事業継続計画
７．５ 復旧計画

※直下地震を対象とする
※津波被害からの復旧は長期化する



図７．５－１ 目標復旧時間（再掲）

目標復旧時間インフラの復旧地震の種類

１週間数日直下地震

１ヵ月または４週間２週間程度
都市直下地震

海溝型地震

Ｘ日＋１０日不明巨大海溝型地震

地震の規模で変わる目標復旧時間➡経営判断
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（図７．３－８に同じ）



インフラの状況設定

復旧作業

調 査

マスタースケジュール

方針・目標

後片付け

協力会社

建 物

インフラ

設 備

品質・出荷

調査

方針・目標

後片付け

建物

インフラ

設備

協力会社の支援

品質・出荷

事

業

再

開

図７．５－２ 海溝型地震の検討例

初

動

対

応
（
３
日
間）

179



３日

１Ｗ

２Ｗ

３Ｗ

４Ｗ

本部 生産 品質 調達 営業

総務

支援

製造本部

時

間

・・・ ・・・ ・・・復旧目標

①復旧目標
・目標復旧時間
・復旧レベル

部門

担当 建 屋
インフラ 情報

②部門・担当
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図７．５－３ 復旧計画の準備



３日

１Ｗ

２Ｗ

３Ｗ

４Ｗ

本部 生産 品質 調達 営業

総務

支援

製造本部

時

間

・・・ ・・・ ・・・復旧目標

部門

担当 建 屋
インフラ 情報

例）
・建屋にいつは入れるか？
・外部電力回復まで２Ｗ
・内部電力（変電～配電）の確認４日
・設備の稼働確認・復旧
・品質確認
※電気が戻るまでにどこまでできる？
・社員の通勤手段は？
・仕入れ先への復旧支援は？
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図７．５－４ 復旧シミュレーション



参考 復旧経費予測について（製造業の例）

・被災施設の復旧（代替生産）

・被災サプライヤの復旧支援

・被災従業員・家族の支援

・輸送インフラの対応（代替手段）

・ライフライン（電力、工業用水、排水）の復旧

（代替手段）

・地域の支援

・その他
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被災社員・家族への支援策は？
・福利厚生策の適用
・公的制度の情報提供
・

被災協力会社への支援策は？
（被災した上に売上げがない）
・復旧支援
・公的資金制度の情報提供
・

参考：長期戦（支援）も忘れずに



図７．５－５ 本部組織
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備考担当部署組織名

総務部等初動本部

営業部等事業本部

製造部等復旧本部

（図７．１－２参照）



Ⅰ 防災の基礎知識
はじめに
１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：００ 頃休憩

１５：１５ 頃休憩
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●初動対応用（救出・救護・搬送、初期消火等）に必要なものは？
・救出・救護・搬送、初期消火の資機材・防護具
・安否確認に必要な備え

●本部（初動～復旧）の運営用に必要なものは？
・運営場所（室内ｏｒ屋外（車内））、電源、光源
・緊急連絡の手段
・基礎資料（地図、連絡先等）

図８－１ 必要な備品と備蓄

●本部要員用に必要なものは？
・１週間程度の籠城に必要な飲食糧、仮設トイレ、生活物資

●帰宅困難者用・帰宅者用に必要なものは？
・残留用、帰宅時用の備品（保管は各自で）

●復旧対応に必要なものは？
・復旧計画検討に必要な備品（配置図など）
・建物・設備の修復および再調達に必要な業者一覧

●地域連携に必要なものは？
・地域が期待する人、物、場所（初動～応急生活）



はじめに
Ⅰ 防災の基礎知識

１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：００ 頃休憩

１５：１５ 頃休憩



図９－１ 啓発（社員研修）

社員の出社時期の例
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図９－２ 協力会社向け防災計画研修会

１社１テーブル
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図９－３ 訓練の種類

（１）実動訓練
・消火、救出、救命、通信、安否確認、本部立上・・・

（２）災害図上演習ＤＩＧ
・啓発、課題の発見（気づき）、対策・対応の検討、意識共有

（３）本部訓練（実践的なシナリオの読み合せ）
・本部運営
・リアリティのあるシナリオ（台本を持って舞台稽古のイメージ）
・なお、発災直後に震度情報での分析を必ず入れます。

（４）意思決定訓練（状況付与）
・経営者や幹部向け

（５）被災地への支援（貴重な訓練）



（１）初動対応（１５：００～１５：３０）
（２）緊急会議１５：４０・・会社にいる者で、方針確認伝達
（３）当日 １６：００・・地震情報、初動状況共有、残留準備
（４）２日目 ７：００・・被害状況、Ｓランク緊急対応、帰宅方針
（５）３日目 ７：００・・被害状況、Ａランク対応、代替本部確認

・・代替本部立上、代替本部への移動・・
（６）４日目 １３：００・・代替本部で開催、ローテーション
（７）８日目 ９：００・・環七の外は電力・メール復旧
（８）１５日目 ９：００・・全域電力復旧、電力を使う作業も可能に

・・通勤電車復旧、本社の復旧作業・・
（９）３０日目 ９：００・・本社で開催、本社業務再開

地震発生は平日の１５時ごろ
・都心直下地震Ｍ７相当
・緊急地震速報は間に合わない

図９－４ 本部訓練の進行例
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緊急会議の進行
・方針確認と状況共有
・意思決定と伝達
・次回予定
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参考 啓発・訓練の計画

３２１１２１１１０９８７６５４

社員啓発・訓練

協力会社啓発

本部訓練

年間スケジュール

年間スケジュールの例
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１０ 課題発見と改善計画

１０．１ 防災力の自己診断
１０．２ 災害図上演習での課題発見
１０．３ 改善計画



図１０．１－１ 防災力の自己診断 １／３

第1問 経営者の決意
防災対策に積極的に取組む事を経営者が表明しているか？

第２問 地震防災の推進チーム
防災計画を積極的に検討・推進する全社チームがあるか？

第３問 基本方針
災害時の基本方針が明確で、社員に周知されているか？

第４問 家庭の防災
家庭の防災について、社員へ啓発が行われているか？

第５問 被災社員支援
被災した社員・家族を支援する計画・組織があるか？
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詳細はテキストを参照



第６問 主要建物の耐震対策
主要建物（会社、寮、倉庫など）の耐震性が確保されているか？

第７問 予防対策
室内や現場の転倒・落下・飛散防止等をおこなっているか？

第８問 初動対応
救出、初期消火、点呼、方面別帰宅などの手順が明確か？

第９問 自社の役割と戦力
応急対応での自社の役割（自治体や顧客との協定、社会的使命
等）や必要戦力（要員や資機材など）が明確となっているか？

第10問 応急対応
社会インフラが途絶する中で優先順位や応急対応手順等が明確
となっているか？
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図１０．１－２ 防災力の自己診断 ２／３



第11問 装備
会社として目的（初動対応、本部運営、応急対応）に応じた備え
（飲食料、資機材、移動手段、連絡手段、現金等）ができているか？

第12問 啓発・訓練
社内で啓発・訓練を計画的に行っているか？

その他
○被災状況に応じて目標復旧時間を設定できるか？
○関係会社・協力会社の防災力向上を図っているか？
○被災した顧客、関係会社、協力会社の支援ができるか？

・・代替生産と言う前に
○地域貢献の計画があるか？
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図１０．１－３ 防災力の自己診断 ３／３
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１０ 課題発見と改善計画

１０．１ 企業防災力の自己診断
１０．２ 災害図上演習での課題発見
１０．３ 改善計画



図１０．２－１ 課題整理と発表（意識の共有）

課題➡改善（BCP➡ＢＣＭ）
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（課題を見つけて改善すること）



水害について

家庭の防災

被災社員支援

被害想定

予防

初動

事業継続

復旧

装備

啓発・訓練・見直し

その他
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図１０．２－２ 課題や対策（アンケートの例）



201

１０ 課題発見と改善計画

１０．１ 企業防災力の自己診断
１０．２ 災害図上演習での課題発見
１０．３ 改善計画
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課題➡改善（BCP➡ＢＣＭ）

図１０．３－１ 改善計画（短期・長期）の例

（課題を見つけて改善すること）



はじめに
Ⅰ 防災の基礎知識

１ 過去の災害と対策本部の意思決定
２ 水害・土砂災害
３ 過去の地震災害に学ぶ
４ 対象とする地震

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ 防災計画の検討

５ 直下地震に備える
６ 津波災害に備える
７ 復旧計画と事業継続計画
８ 防災装備
９ 啓発訓練
１０ 課題発見と改善計画
１１ 検討の進め方
おわりに（検討の進め方）

１０：３０ 開始

１６：３０ 頃終了

１２：００
～１３：００ 休憩

１４：００ 頃休憩

１５：１５ 頃休憩



204

図１１－１ 検討の進め方（１）

経営者の熱意・キックオフ宣言

自社の被害予想

幹部説明会

強力な検討チーム→参謀

工場建物

社宅

ライフライン

自宅

設備

公共交通機関



図１１－２ 幹部説明会の事例（２０１１年）

（２０１１年豊田自動織機でのキックオフ講演）
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①基礎データの整理
・事業内容、顧客
・会社、グループ会社、協力会社（仕入、物流）
・社員、パート、委託社員、家族

②被害想定（ワークショップ）
・社内、工場内、社員・家族などの被害

③方針の検討
・基本方針、支援方針（顧客、社員、協力会社）

④予防対策の検討
⑤対応の検討

・継続、緊急対応、停止、復旧等

⑥課題の抽出と改善計画
⑦ＢＣＰの骨子のまとめ

ワーキングチームでＢＣＰ骨子を作成

図１１－３ 検討の進め方（２）



１．耐震対策
２．緊急地震速報、避難計画
３．安否確認と被災社員支援計画
４．被害情報収集と非常時通信手段
５．非常用電源
６．システムおよびデータ保護
７．移動・搬送計画（帰宅・出社、物流）
８．対策本部設備と運営
９．資機材、備蓄
１０．事前対策と対策資金
１１．復旧資金
１２．社員啓発
１３．グループ会社・仕入れ先の啓発・支援

分科会での詳細検討

図１１－４ 検討の進め方（３）
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１．ＢＣＰワークショップの共同開催
・被害想定
・初動対応
・復旧対応
・事前対策

・効率よく
・最適な物を
・極力安価に

図１１－５ グループ会社や仕入先への展開
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（国土地理院ホームページより）

当り外れではない。日めくりカレンダーの残り枚数は？

自然災害は地球の活動の一部



参考 経営者の役割

平常時の役目は？

災害時の役目は？

〇災害の全容と自社の役目を理解でき、災害対応の方針や目標復
旧時間などの重要事項を的確に決定できるか？
〇顧客や地元自治体への説明や協力の取り付けができるか？
〇災害対応にあたる社員や協力会社を鼓舞できるか？

〇防災計画、ＢＣＰの推進に理解があり、会社として積極的に取り
組むことを会社の経営方針として表明しているか？
※防災計画、ＢＣＰの推進は平時には利益を生まないため、担当
者が熱心に取り組むことが難しい。
〇防災計画やＢＣＰを検討・推進するチーム（全社横断的な組織や
担当者）が明確で、積極的に取り組んでいるか？
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・備えあれば憂いなし
被害をださない会社・社員・家族
被害が出たときの備え

・リーダーシップを発揮せよ
戦う会社、戦う社員・家族

・企業文化の底力
ＢＣＰはひとりで考えるものではない
企業文化の醸成（人材育成）

・社員・地域を大切に

おわりに

（９．１１ＷＴＣで数百人の犠牲者を出した経営者の教訓に補足）



パワーポイントをご希望の方にはデータ便（メール便）でお送りします。
名刺に「テキスト希望」と記入して、お渡しください。
質問もメールでお受けします。

終了です。お疲れさまでした。


